
（参考２）令和５年度住宅局関係予算概算要求事業費・国費総括表
（単位：百万円）

対前年度 対前年度

倍 率 倍 率

（Ａ） （Ｂ） （Ａ／Ｂ） （Ｃ） （D） （E） （C／E）

2,904,607 2,893,940 1.00 188,705 47,176 157,254 1.20

21,380 20,059 1.07 13,233 0 12,529 1.06

2,840 2,840 1.00 1,700 0 1,700 1.00

468,950 425,342 1.10 142,544 47,176 114,568 1.24
うち 住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業 83,944 49,745 1.69 38,126 38,126 20,000 1.91
うち 地 域 防 災 拠 点 建 築 物 整 備 緊 急 促 進 事 業 79,673 80,994 0.98 13,000 0 13,000 1.00
うち マ ン シ ョ ン ス ト ッ ク 長 寿 命 化 等 モ デ ル 事 業 30,015 33,715 0.89 1,500 0 1,500 1.00
うち 空 き 家 対 策 総 合 支 援 事 業 13,393 9,000 1.49 5,800 0 4,500 1.29
うち 密 集 市 街 地 総 合 防 災 事 業 9,000 9,000 1.00 4,500 0 4,500 1.00
うち 地 域 居 住 機 能 再 生 推 進 事 業 89,373 73,076 1.22 45,747 9,050 38,373 1.19
うち ス マ ー ト ウ ェ ル ネ ス 住 宅 等 推 進 事 業 135,386 140,590 0.96 21,160 0 21,160 1.00

2,345,454 2,377,679 0.99 30,652 0 27,977 1.10

65,407 67,540 0.97 0 0 0 －

576 480 1.20 576 0 480 1.20

186,322 149,794 1.24 10,092 2,523 8,409 1.20

うち 防 災 ・ 省 エ ネ ま ち づ く り 緊 急 促 進 事 業 155,654 133,933 1.16 9,829 2,523 7,894 1.25

202 202 1.00 101 0 101 1.00

3,091,131 3,043,936 1.02 198,898 49,699 165,764 1.20

－ － － 16,044 4,002 13,374 1.20  他局計上分を含む。

うち 環 境 ・ ス ト ッ ク 活 用 推 進 事 業 － － － 8,092 4,002 6,629 1.22

3,091,131 3,043,936 1.02 214,942 53,701 179,138 1.20

事　　　        　　項

事　　　業　　　費 国　　　　　　　　　費

備           考
令和５年度

要求・要望額
前年度

令和５年度
要求・要望額

前年度うち「重要政策
　　推進枠」

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

住 宅 対 策

公 的 賃 貸 住 宅 家 賃 対 策

公 営 住 宅 整 備 費 等 補 助

住 宅 市 街 地 総 合 整 備

住 宅 金 融 支 援 機 構

都 市 再 生 機 構

住 宅 建 設 事 業 調 査 費 等

都 市 環 境 整 備

災 害 復 旧 等

公　　共　　事　　業　　関　　係　　計

行 政 経 費

１．本表のほか、社会資本整備総合交付金等（令和５年度

要求・要望額）として、16,577億円の内数がある。

２．本表のほか、デジタル庁一括計上分として、54百万円

がある。

３．本表のほか、東日本大震災からの復旧・復興対策に係

る予算として、東日本大震災復興特別会計において以下

の予算を要求している。

○令和５年度要求額（復興庁所管） 21,920百万円

［内訳］

・東日本大震災災害公営住宅家賃対策補助事業

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○21,910百万円

・東日本大震災復興関連事業円滑化支援事業

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○10百万円

４．防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策に

ついては、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。

５．現下の資材価格の高騰等を踏まえた公共事業等の実

施に必要な経費については、事項要求を行い、予算編成

過程で検討する。

６．計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において

合計とは一致しない場合がある。
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